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Introduction
はじめに

Global Payment Trends
世界における決済サービスの動向
• デジタル化とイノベーション
• フリクション（エラーや手戻り）のない即時決済
サービス

• 国境を越えた各国内決済ネットワークとの
相互接続性の拡大

Payments in Japan: Then and Now
日本の決済サービスの変遷
• 世界に先駆けて導入されたオンライン決済
• レガシーシステム
• 「キャッシュレス・ビジョン」
• デジタルトランスフォーメーション
• ユーザー向けアプリやツールを重視したサービス
提供

Fundamental Challenges Remain
いまだ残る根本的な課題
• 複雑なレガシーインフラの高コスト化
• より包括的な標準化
• フリクション（エラーや手戻り）の削減
• リテール向けカスタマー・エクスペリエンスの改善

How can SWIFT help
SWIFTが日本のコミュニティに支援できること
• 拡張されたプラットフォームが包括的な金融
コミュニティサービスへの進化を促進

• 国際標準の導入
• コミュニティとしてのフリクション（エラーや手戻り）
の削減

• 小口の国際送金サービス

A Vision for the Future of Payments 
in Japan
日本における決済の将来像
• 日本の決済市場の鍵を握るコミュニティ・コラボ
レーション

• シームレスな決済サービスに向けて
• フリクション（エラーや手戻り）のない決済
サービスの実現

• 国際送金もインスタントに
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01
Introduction
はじめに

世界で最も先進的な技術大国のひとつで、国内において高度に統合され複
数の産業が進化した日本は、ロボット工学、ゲーム、モバイルといった新
たな技術革新をいち早く推進してきたリーダー的な存在です。しかしながら、
決済サービスの分野においては、新たな技術の導入が進んでいない部分が
存在します。

急速なデジタル化や、流動性管理の効率化など、金融サービスの高度化を
進めるために、各国で施行されてきたオープンバンキング化やインスタン
トペイメント化の推進により、世界の決済環境が大きく変わっています。
また、国境を越えたフリクション（エラーや手戻り）のない送金取引を、
正確で透明性が確保された品質の高いデータを使って実現することは、世
界の貿易に関わる処理をより早く効率的にするうえで重要な役割を果たす
ことが期待されています。

本稿では、日本の決済環境の高度化と、その中にあるビジネスチャンス
を最大限に活用するために解決すべき課題について考察します。また、
SWIFTが日本の決済市場を成長させるパートナーとして提供可能な支援や、
日本の金融コミュニティが、SWIFTの新しいプラットフォームのビジョン
や包括的なトランザクションサービスの戦略を利用することの重要性やメ
リットについて説明します。
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図1：グローバル決済収入と成長率の予測
注：決済収入の総枠は、経済の急速な成長とキャッ
シュレス化の傾向により2028年までに複合年間成長率
（CAGR）5.9%で2.5兆米ドルに成長すると予測されて
います。
出典：BCGグローバル決済モデル2019年版

02
Global Payment 
Trends
世界における
決済サービスの動向



5

デジタル化とイノベーション
消費者のニーズを満たし、顧客体験を重視す
る傾向が強まるに従って、デジタル決済、マ
ルチチャネル決済、デジタルウォレットやQR

コード決済のようなユーザーフレンドリーな
決済インターフェースへのシフトが進んでい
ます。キャッシュレス社会に向けたトレンド
と相まって、EC（電子商取引）やマルチチャ
ネルサービスが急激に増加する傾向が発生し
ています。EUのペイメントサービス法（PSD2）
等の規制やオープンバンキング、クラウドベー
スのソリューションが推進されることによって、
アプリケーション・プログラミング・インター
フェース（API）が決済フレームワークの一部
となりつつあり、新たなサービスの提供を可
能にしています。また、デジタル化による変
革に伴い、業界のコラボレーションやコンソー
シアムを通じた従来の業態とフィンテックの
間の相乗効果が強化され、さらに高度化する
ユーザーの要求に一丸となって対応すること
が期待されています。

フリクション（エラーや手戻り）のない
即時決済
決済におけるスピードの向上が、これまで以
上に強く求められています。特に中小企業や
小売店では、自社のキャッシュポジションを
明確にして即座に売上に計上するため、迅速
な支払いを受けることを期待しています。同
様に、金融機関は即時決済に注目しており、
これによって流動性管理を改善して取引報告
を容易にし、全体的な顧客体験を向上させた
いと考えています。

しかし、取引時のフリクションによって一連
の処理が遅れ、決済業界においては、いまだ
ストレート・スルー・プロセッシング（STP）
率が100%になっていません。決済における
フリクションは、マーケットごとに異なるコ
ンプライアンス要件を満たすため、トランザ
クションを処理する際のエラーによる手戻り、
フォーマットの標準化が不十分なため発生す
る情報の欠如、取引相手の本人確認のプロセ
スなど内外の様々な原因で発生します。増加
する顧客のニーズに対応するため、それぞれ
の国内における即時決済システムの導入が積
極的に進められており、実際にこのようなイ
ンフラを導入している国は現在56ヵ国にのぼ
ります。2019年と比較すると、このうち6ヵ
国では即時決済の取引量が2倍以上、4ヵ国で
は2020年に取引額が2倍以上になっています
1。これは、送金相手の特定に携帯電話番号
を使うなどのよりシンプルなアドレッシング
データベースを利用したサービスの導入によ
るものです。オーストラリアの新決済プラッ
トフォーム（NPP）の一部として導入された
PayIDアドレッシングサービスはその良い手
本です。また、低額決済と中高額決済の融合
も進んでおり、中小企業や企業向けのサービ
スも即時決済サービスのインフラを活用して
サポートされています。

国境を越えた各国内決済ネットワークとの
接続性の拡大
規制当局や決済業界は、新たな決済サービス
の提供事業者や資金移動事業者による決済ソ
リューションの導入によって、よりきめ細か
く包括的なサービスへと進化しています。欧
州のPSD2や、2019年に可決したシンガポー
ルのノンバンクのFASTアクセスを可能にし
た決済サービス法は、接続可能な決済システ
ムを拡大して決済サービス事業者間の健全な
競争を促進する取り組みのひとつです。

このような取り組みは、180種類の通貨ごと
に閉じられたシステム間を地域的・世界的に
相互接続可能にするための橋渡しをする努力
にもつながっています。金融機関はより豊富
で国際的にも認知されている ISO 20022デー
タ規格を用いて、クロスボーダー決済フォー
マットの標準化を進めることで、グローバル
な相互接続性を実現しようと試みています。

また、口座間取引を使った国際送金の即時決
済化についても実現されつつあります。昨年
末にイギリス、本年初頭にインドで実現した
SWIFT gpiと各国内の即時決済ネットワーク
を接続したSWIFT gpi Instantの事例が挙げら
れます。この結果、世界中のどの国から送金
されたトランザクションでも、イギリス及び
インドの国内決済ネットワークに接続してい
るすべての銀行口座へ、エンド・ツー・エン
ドのフリクションのない即時決済が可能にな
りました。

現代社会においては、利用可能な多種多様な支払い手段と同様に、為替、
送金、資金移動などの決済についても様々な選択肢があります。全世界の
決済収入は引き続き増加傾向にあり、今後10年間で約2.5兆米ドルまで成
長すると予測されています（図1）。
絶え間なく続く変化の中で、今日世界的に見られる決済サービスの主な動
向は次の通りです。

1.  FIS、Flavors of Fast 2020
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03
Payments in 
Japan: 
Then and Now
日本の決済サービスの変遷
日本の主要な国内決済システムは、中央銀行
である日本銀行と民間企業の双方が運営する
補完的なインフラで構成されています。50年
近くの歴史を持つこれらのシステムは階層構
造で運営されており、日銀ネットは金融機関
間の高額な取引にリアルタイムのグロス決済
（RTGS）を提供し、全銀ネットは低額の取引
を処理しています。外国為替円決済システム
（FXYCS）は、金融機関間の外国送金のため
の銀行間円決済システムの役割を担っていま
す。銀行、信用組合、農協など、日本のほと
んどの預貯金取扱機関がこの銀行間決済ネッ
トワークに参加しています。外国送金につい
ては、SWIFTネットワークやFXYCSを介して
行われています。

クレジットカードの決済には、1984年に日
本電信電話公社（現在はNTTデータに移
管）が構築したCAFIS（Credit And Finance 

Information Switching system）、その後1996
年に日本発のグローバルカードブランドのJCB

が ISO 8583に準拠して構築したCARDNET

の2つの決済ネットワークが利用されています。
Visa、American Express、Mastercardなどの
クレジットカードの国際ブランドは、1960年
代に日本市場に進出し、現地提携を経て、現
在では国内のエコシステムにしっかりと定着し
ています。
日本のクレジットカード市場は驚異的な成長
を遂げ、日本のクレジットカード発行枚数は

現在2億8,394万枚であり2、一人当たり平均2
～3枚のクレジットカードを持っている計算に
なります。電子商取引（EC）決済、モバイルウォ
レット、電子マネー、QRコード決済、デジタ
ル通貨等についても、システム接続や参加条
件などが比較的柔軟であったため、決済のイ
ンフラとしてCAFISまたはCARDNETが利用
されています。

レガシーシステム
各国と同様、日本でも決済インフラはシステ
ムを拡張して機能を強化し、進化する決済サー
ビスや顧客の需要に対応してきましたが、こ
れは容易なことではありません。最大の課題
は、グローバルな標準などもない中で早くか
ら日本国内の決済インフラが整備されたため
に、独自の標準フォーマットベースに設計さ
れてしまったことです。このため銀行口座振
替とカード決済用の全銀とCAFISの独自の固
定長フォーマットは、各金融機関の ITインフ
ラの基盤となっておりレガシーと呼ばれる複
雑なシステムとなっています。全銀や日銀の
決済用インフラは相互に連携され、より柔軟
で豊富なデータを誇る、国際的に認知されて
いる ISO 20022規格に準拠する検討が行われ、
2015年にアップグレードされた日銀ネットは、
外国為替円決済のメッセージングフォーマッ
トとして ISO 20022を採用しました。
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取引（2019年）

運営者 開始時期 決済の種類 運用時間 直接参加
銀行数

件数
（平均／日、
単位：千）

額
（平均／日、
単位：億円）

サポートする
メッセージ基準

日本銀行金融
ネットワークシステム
（日銀ネット）
資金送金システム

日本銀行 1988年
2001年RTGSに

日本銀行が
保有する
当座預金間の
資金の移動

8時30分～
21時00分

463 73 165.8（兆円） 全銀

外国為替円決済制度 
(FXYCS)

為替関連の
円資金の清算

8時30分～
21時00分

27 30 178,756 ISO 20022
（同等）

全国銀行データ
通信システム
 (全銀システム )

全国銀行協会
（JBA）による
全国銀行資金決済
ネットワーク

1973年、
即時利用可に

債権譲渡、送金、
回収などの
資金移動

モアタイム
システムで
24時間に延長
（2018年）

1,229 6,876 120,201 全銀
ISO 20022

図2：日本の主な銀行間決済システム
出典：日銀決済統計（2020年1月）、全銀システムパンフレット、SWIFT

「キャッシュレス・ビジョン」
日本の現金取引は先進国としては高い比率に
あり、米国や英国といった成熟した市場の中
でみても、かなり遅れをとっています3。「キャッ
シュレス・ビジョン」は、経済産業省を中心
に策定された国の生産性向上と国力強化のた
めに重要な施策です。フィンテックが付加価
値を生み出すデジタル環境を推進することの
重要性が提言され、2018年4月の経済産業
省の「キャッシュレス・ビジョン」の中では、
KPI（Key Performance Indicator：重要な評
価指標）である、キャッシュレス決済比率
（キャッシュレス決済 /GDPベース個人消費支
出）を2025年までに4割程度へ引き上げるこ
とを目標として明示しました4。政府の支援を
受けて、PayPay、LINE Pay、メルペイなどの
新たなキャッシュレス決済事業者が競いあっ
てサービスの向上が進められているため、日
本の消費者に対して様々な選択肢が提供され
ています。SuicaやPASMOのようなプリペイ
ドカードも、公共交通機関以外のサービスへ
も拡大し、買い物に便利なキャッシュレス決
済サービスを日本各地で広く提供しています。

デジタルトランスフォーメーション
日本政府は、紙文書の利用を削減することや、
電子署名の導入、デジタル IDによる管理と
いったデジタル化の取り組みを推進しています。
公正取引委員会は、競争政策上の課題として
デジタル市場やそれに関連する運用・取引コ
ストなどの国内決済インフラの改善に取り組
んでおり、金融庁は、金融機関とフィンテッ
ク新興企業との連携を奨励しています。オー
プンバンキングの取り組みもオープンAPIの
採用によって徐々に受け入れられつつあります。
日本の多くの銀行が口座と電子ウォレットや
モバイル決済プロバイダーのアプリケーショ
ンにAPIを使用して接続していることがその
表れです。

ユーザー向けアプリやツールを重視した
サービス提供
NTTドコモが世界初の「おサイフケータイ」
を開発して以来、モバイルウォレットサービ
スは移動体通信事業者の間で瞬く間に普及し
ました。政府によるキャッシュレス社会の実
現に向けた国家的目標の策定と、実際のイン
ターネットや携帯電話の普及率が80%を超え
る5 状況を鑑みると、日本においてはモバイル
チャネルやQRコードなどの技術を活用した
新たな決済サービスへの道が既に開かれてい
ると言えます。政府による強力な後押しによ
り、様々なキャッシュレスサービスが導入され、
日本の消費者にとってキャッシュレス決済は
身近なものになっています。例えば、りそな
銀行のカードや各種決済サービスアプリを統
合した中小企業向け決済プラットフォームサー
ビスや、LINE Payによる個人間送金の無料サー
ビス、またPayPayやメルペイはモバイルQR

コード決済を利用した個人向けの低額決済
サービスを提供しています。さらには、顧客
のセキュリティや利用者の認知度を高めるな
ど、サービスをより高度化したり、他のインター
ネットサービスとモバイルを統合して提供す
るなど、サービス全体の進化が進んでいます。

2 出典：「クレジットカード統計」、一般社団法人日本クレジット協会
（https://www.j-credit.or.jp/en/sp/statistics/index.html）
3 2020年マッキンゼー・グローバルペイメントレポート、2020年10月
4 日本政府の「未来投資戦略2017」では、2027年までにキャッシュレ
ス決済比率（キャッシュレス決済／GDPベースの個人消費支出）を40%
に引き上げることを目標にしています。
5 グローバル決済レポート、ワールドペイ、2020年1月

https://www.j-credit.or.jp/en/sp/statistics/index.html
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04
Fundamental 
Challenges 
Remain
いまだ残る根本的な課題

日本の金融サービスを戦略的に高度化するこ
とによって、新たなビジネスチャンスが創出
され、決済のビジネスそのものを大きく変革
することが期待されています。しかし一方で、
日本ならではの独自性がいわゆる「ガラパゴ
ス化現象」を引き起こし、国内での独自規格
や過剰スペック、決済サービスの高コスト化、
また決済の標準化や革新的技術の国際化に遅
れをとるなど、根本的な課題も浮き彫りになっ
ています。

日本の国際送金における大半の取引を実施
しているメガバンクから、海外送金を大手銀
行に外注している多くの地方銀行やインター
ネット銀行に至るまで、さまざまな金融機関
が海外との送金にはSWIFTを利用しています。
SWIFTは、日本の銀行業界における根本的課
題を理解したうえで、競争力を強化するため
の変革を進め、共に成長するパートナーとして、
また日本の決済市場の新たな時代の標準に向
けて、どのようにコミュニティに貢献できる
のかを考察していきます。

複雑なレガシーインフラの高コスト化
全銀やCAFISなど主要な決済インフラとシス
テムは、ユーザーのサービス要件を満たすた
めに長年にわたりシステムの更新や機能拡張
を繰り返した結果、保守・運用含め高コスト
なシステムとなり、新たな技術への対応、決
済業界への新規市場参入、競争力強化のため
の障壁となっています。日本の IT投資の79%

は保守・運用に費やされており、新規開発に
は21%しか使われていないという報告があり
ます。米国のような成熟した市場では、新規
開発には日本の2倍の額が投資されており、そ
の結果新しいイニシアチブを的確に進めるこ
とができています6。

インフラ・システムの高コスト化は、エンドユー
ザー価格へも波及しており、これらのコスト
面での改善の動きは、2020年4月に公正取引
委員会が公表した「フィンテックを活用した
金融サービスの向上に向けた競争政策上の課
題について」という調査報告書を契機に加速
しています。その中で、現在の銀行間手数料
（振込の際に仕向銀行が非仕向銀行に支払う手
数料で、送金インフラの運営にかかる費用と
は別に、このような銀行間の手数料が存在す
るのは他国でも例のないことで、日本の全銀
システムに独特なものであると指摘されてい
ます。）の水準は「事務コストを大幅に上回っ
ている」との見解を示し、さらには「各銀行

が銀行手数料を設定してから40年以上に渡っ
て見直しておらず、銀行間で変更交渉が行わ
れた事実を確認できなかったことも問題視し
ました。「各銀行は、銀行間手数料の必要性を
含めた検討を行ったうえ、設定水準、設定根
拠に関する説明責任を十分果たすことにより、
事務コストを大きく上回る銀行間手数料の水
準が維持されている現状の是正に向けて取り
組むべきである」とも述べられており、こう
した指摘に基づいて、これまで40年以上に渡っ
て3万円未満の振込は117 円、それ以上では
162 円で据え置かれてきた費用を、一律62円
とすることを発表しました。62円の内訳とし
ては、振り込まれる銀行側のシステム費や人
件費などの被仕向け対応コストが50円と振り
込まれる銀行側の利益12円が含まれ、50円
のコストの中に全銀システムの提供元である
NTTデータに支払う全銀システム経費6円程
度が含まれており、今後は各行が62円に振り
込む銀行の費用や利益を加えた金額を独自に
決定し、その価格が消費者が支払う振り込み
手数料となります。これまで引き下げられる
ことのなかった銀行間手数料が見直され、今
後は5年に一度この「内国為替制度運営費」を
見直し、「社会通念上合理的な水準であること
を維持する」としました。また平行して、大
手邦銀の三菱UFJ、三井住友、みずほ、りそ
なが連携して、小口送金に対する送金手数料
低額化のための新たな決済インフラを共同で
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開発し、日本のキャッシュレス化の実現に貢
献していくことを発表しています。

ただ一方で、他国での送金手数料を比較すると、
個人間においての無償化等含めて低額化が進
む中でみると、引き続き高い水準であること
は否めません。

より包括的な標準化
日本は、アジア太平洋地域で国際メッセージ
ング規格を先駆的に採用しました。日銀によ
るリアルタイム銀行間システム（RTGS）に
ISO 20022を採用したプロジェクトや全銀シ
ステムのZEDIがその例と言えます。しかしな
がら、日本国内の決済においては、いまだ全
銀やCAFISのような日本独自の規格を利用し
続けているのが現状です。独自規格が今でも
使われている理由のひとつに、国内の金融機
関のシステムの基盤が全銀などの独自仕様（カ
タカナや総合口座情報）で構築されているこ
とが挙げられます。これらの独自規格は、国
際標準への適応、国際送金におけるSTP化、
事業法人が利用しているERPシステムとの連
携を容易に実現できないという根本的な課題
となっています。

新しい標準規格を採用する際の移行に伴う対
応は多くの期間と多額の投資が必要となります。
国内の独自規格と国際規格を共存させる環境

はそれ自体が複雑であり、相互運用性を確保
するためには厳密な仕様の作成と詳細なガイ
ドラインが必要であり、二重に環境を維持す
ることによるコスト上昇等、多くの課題が発
生します。このような環境下では、APIやイン
ターネット技術であれば容易にできることも、
かなりの投資が必要となるのが実態です。

フリクション（エラーや手戻り）の削減
決済のスピードは早まっているものの、取引
の中で発生するフリクション（エラーや手戻り）
がいまだに残っているのが現状です。SWIFT 

gpiの統計データをもとに、日本市場での国際
送金の開始から完了までにかかる時間を世界
平均と比較したところ、日本ではより長い時
間がかかっていることが確認されました。こ
のため日本では、より多くのフリクションが
発生しているのではないかと考えられます。
日本において、相互運用性やフリクション（エ
ラーや手戻り）により国際送金を遅延させて
いる主な要因として、以下の4点が挙げられま
す。

ー  コンプライアンス：平均して約2%の国際
送金取引でフリクション（入金前に追加情
報の確認や間違った情報の修正が必要な
ケース）が発生しています。日本の銀行等
の金融機関では、アンチマネーロンダリン
グ（AML）等の法制度対応、不正使用の検知、

サイバーセキュリティ対策などで多くのシ
ステム投資や人的リソースが投入されてお
り、これらのコストは将来的にも増加する
ことが予測されています。このため、これ
らのコストを軽減できる業界全体のソリュー
ションを模索しています。多くの金融機関
が ISO 20022を利用することで送金データ
の品質を向上し、コンプライアンスチェッ
クを容易にすることによってフリクション
を低減できるのではないかと検討しています。

ー  人的作業によるメッセージフォーマットの
変換：日本では、現在も大部分の銀行のシ
ステムがSWIFTの標準フォーマットへの
変換が必要な全銀という独自のフォーマッ
トを使用しています。一部の大手銀行では、
国際送金用の顧客のホワイトリストを作成
することによって、部分的にはメッセージ
フォーマットを自動変換する仕組みを導入
していますが、日本のSWIFT加盟銀行の大
半はいまだに人的な作業でフォーマットの
変換を行っています。これもまた日本の国
際送金がエンド・ツー・エンドにシステム
的な自動連携で処理されるSTP（ストレー
ト・スルー・プロセッシング）化が進まな
い原因となっています。

ー  日本独自の銀行口座情報のデータ要件：日
本の銀行口座情報には、他国と異なる独自

図3：gpiサービスの決済取引が完了するまでに要した平均時間
出典：SWIFT、2020年10月
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の要件があり、銀行の勘定系システムはこ
の要件をベースに構築されています。名義
人の表記はカタカナが必須でアルファベッ
トを使ったローマ字表記がなく、銀行口座
の体系も、総合口座と呼ばれる7桁の口座
番号、3桁の支店コードと口座種類（当座
預金または普通預金）が、口座を特定する
ための要件となるため、海外送金の際に支
店番号の漏れやカタカナとローマ字の変換
等がフリクションの発生やSTP化を妨げる
要因となっています。

ー  相互運用性が進まない環境：複雑な決済イ
ンフラの環境においては、銀行等の既存の
サービス提供者と資金移動業者等の新規の
サービス提供者の間での相互運用性が進ま
ないことがありますが、これは決済のサー
ビスが分断化されたり、決済の不履行や、
決済のサービスを利用するエンドユーザー
へのコストが追加されたりするなど、決済
業界全体でのリスクを高める要因となる
ものです。多くの成熟したマーケットでは、
金融サービスの相互運用性と統合を促進す
るために、勘定系システムでのAPIの活用
を進めています。日本でもオープンバンキ
ングが推奨されてはいるものの必須ではな
く自主的な取り組みという位置づけのため、
APIの採用は先進国の中では比較的遅れて
おり、これが国内・国外の決済サービス全

体のシームレスでフリクションのない決済
を可能にするうえでの妨げとなっています。

リテール向けカスタマー・エクスペリエンス
の改善
リテール向けの決済サービスを高度化しエコ
システムを構築するためには、以下のような
課題を解決する必要があると考えられます。

ー  ユーザーエクスペリエンスの向上：「個人
向け送金サービスの革新が進まないのは、
日本の銀行振込が十分に便利だからだ」と
いった言葉を耳にすることがあります。確
かに、国内金融機関を網羅する即時振込
サービスの利便性は高いものがあり、最
近では銀行のスマートフォンアプリからの
振込みの使い勝手も向上しています。しか
しながら、他国の送金インフラと比べると
大きく見劣りする点があるのも事実であり、
その結果、銀行アプリでの送金利用は低い
水準に留まっています。

ー  決済サービスのためのアドレッシングデー
タベース：日本では顧客情報は各金融機関
が個別に管理しており、口座情報のチェッ
クやマッピングのために参照可能な複数の
金融機関の情報を一元的に管理する仕組み
がありません。着実に進みつつあるリテー
ル決済のキャッシュレス化ですが、送金の

際には受け取る側の銀行の支店番号や銀
行口座番号を指定する必要があるなどユー
ザーにとっては他決済サービスに比べると
利便性が低い面があります。多くの主要国
では、顧客が送金する際に送金先を指定す
る簡易な方法を提供するために複数の金融
機関の口座情報及びそのマッピング情報を
一元的に管理し、送金先の口座情報の代わ
りに携帯電話番号等の指定によって決済を
可能にしています。

ー  送金サービスの時間的制約：SNSなどでの
24時間リアルタイムでのやりとりが当然で
ある時代に、金融機関の営業時間外の送金
は完了までに時間がかかるケースもあるなど、
リテール向けサービスとしての利便性を大
きく損なっています。

ー  高い手数料：コスト面では銀行間の振込手
数料だけでなく、各種の決済サービス間で
の資金の移動に関わる手数料も大きな課題
です。千円程度の送金に数百円の手数料が
生じる銀行口座間の送金サービスは、日常
生活で発生する小口の支払いや送金に適し
たサービスであるとは言い難いものがあり
ます。新興のフィンテックやノンバンクの
決済サービスプロバイダーが提供する新し
い決済サービスは多くの場合、銀行と決済
サービスのプロバイダーの口座間で資金移

04
Fundamental 
Challenges 
Remain
いまだ残る根本的な課題
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動が実施される際に追加の手数料が発生し
ます。例えば、QRコード決済などノンバ
ンク事業者による決済サービスの一環とし
て提供されているユーザー間の送金機能が
あります。モバイルアプリならではの心地
よいユーザーエクスペリエンスの提供を得
意とするテック系事業者も多く利用者も増
加しています。しかし、銀行によるサービ
スではない点が利便性における問題を生じ
ています。資金決済法における「前払式支
払手段」として運営されている決済サービ
スでは、ユーザー間で残高を送りあうこと
はできますが、それを銀行口座に戻すこと
が法律で禁止されています。同法での「資
金移動業」として運営されているサービス
では残高を銀行口座に戻すことができます
が、その際には前述した程度の振込手数料
が発生します。どちらの場合も、個別の決
済サービス内での残高のやりとりは容易で
すが、それを「お金」に戻そうとすると利
便性やコストの問題が再発しているのが現
状です。

6 「グローバル背景の中の日本のフィンテック」デロイト、2017年
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05
How can 
SWIFT help
SWIFTが日本のコミュニティ
に支援できること

gpiをベースにしたより厳格なルールブックと
SLAによるアップフロントな予測可能性

手数料と処理時間の公開方法のフレーム
ワークを提供

SWIFTとサードパーティのデータを利用した
取引の前処理と事前検証

業界の摩擦を取り除きコストを削減するため
の相互サービスの提供

銀行の環境で支払いを開始するためのシンプ
ルなAPI接続

グローバルなアドレッシングデータベースを
通じて、プロキシを銀行口座にリンクさせるこ
とでリーチを拡大

既存および新規の決済・クリアリングモデル
（例：即時性、拡張性）の円滑化

新しい業界決済メカニズムを可能に
（例：中央銀行のデジタル通貨など）

エンド・ツー・エンドの
フリクションのない
即時決済を可能に

顧客体験の向上

即時決済を可能にし、
フリクションを取り除く

取引を容易に

イノベーションと
将来への適応
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日本においても、SWIFTの革新的な技術や国際的な標準化に関する専門知
識と経験を提供することが可能です。各国のRTGS（リアルタイムグロス
セトルメント：高額資金のリアルタイム決済サービス）やACH（オートメ
イティド・クリアリングハウス：低額資金の自動決済サービス）と呼ばれ
る決済インフラの構築・運用・高度化において信頼されるパートナーとし
て協働した事例は100カ国を超えています。日本においては、2019年には
約270のSWIFT加盟の金融機関による2億1,000万件以上の国際送金の決
済サービスに利用されました。SWIFTのコミュニティとネットワークを活
用すれば、日本の金融機関は200以上の国々で11,000以上の金融機関と連
携して決済サービスを提供することが可能です。

私たちはSWIFT加盟機関のコミュニティと共に、
銀行などの金融機関が提供する決済サービス
のみならず、ノンバンクの決済サービスプロ
バイダーや証券サービス含めた各種金融資産
についてのサービスを提供する金融マーケッ
ト全体で利用可能な包括的なプラットフォー
ムを構築して、サービスの高度化を実現して
いきます。このビジョンのもと、これまでのメッ
セージングのみのネットワークサービスを超
えた、さまざまな機能や、高い透明性、レジ
リエンス（99.999％の稼働を実現する復旧能
力）、ハイレベルのセキュリティを備えた信頼
性の高いプラットフォームとして、フリクショ
ン（エラーや手戻り）のない国際的な即時送
金が可能な管理機能含めた包括的なサービス
を提供できるように取り組んでいます。これ
らの拡張された機能は、全てのSWIFT加盟行
が柔軟に利用できるように、オンプレミスも
しくはクラウドサービスとして、お客様のニー
ズに合わせたソリューションを提供していき
ます。

拡張されたプラットフォームが包括的な金融
サービスへの進化を促進
レガシーシステムによる技術的制約や運用面
における限界が決済サービスを高度化する
際の課題になっていることを理解したうえで、
より高い費用対効果を得るための手段として、
日本のコミュニティに向けて新たな可能性と
してSWIFTの決済サービスを国外・国内双方
のサービスとしてシームレスに利用すること
について考察していきます。

単一のプラットフォームで国内外の送金サー
ビスを実施することが可能になれば、インフ
ラコストを最適化し、複数のシステムを維持
する複雑さや負荷を軽減することが可能です。
新たなプラットフォームは、最小限のコスト
で最大限に活用できるようにするために、国
際標準である ISO 2002をベースに、効率性の
高い最新のテクノロジーであるククラウドや
API技術を活用して設計しています。一方で
これまでの投資を最大限に活かすために既存
のシステムからでも利用できる互換性をもたせ、
新たな技術と既存システムが同時並行で稼働
可能な環境を提供します。それぞれの金融機
関は各々のシステム計画に合わせてSWIFTの
新たなプラットフォーム環境を利用していく
事が可能ですので、既存システムへの改修等
の負荷を軽減し、ビジネスへより多くのリソー
スをかけることが可能となります。
また、新たなプラットフォームの構築にあたっ
て目指しているSWIFTのビジョンとして、世

界中のどこからでもシームレスに口座から口
座へ送金を移動し、事前に予定していた通り
の金額や条件で着金させるというサービスが
あります。SWIFTの各国での経験を踏まえ、
日本の決済サービスにおいても同様の高度化
を実現するために、例えばAPIを活用して送
金相手を携帯電話番号等のより簡単な情報で
特定し即時決済を完了するためには、日本の
コミュニティにおいて、アドレシングデータベー
スを構築することの意義を検討することを提
言します。
SWIFTの新たなプラットフォームを利用する
ことで、日本における国内外の決済サービスに、
銀行及びノンバンクの決済サービス提供者が
APIを使ってオープンに接続することが可能
になることで、フィンテック等の事業者と既
存の金融機関とのコラボレーションについて
も促進することが可能となり、エンド・ツー・
エンドでどこにでも送金を即時提供可能なサー
ビスを促進できるものと思います。
また、コストの観点からも、SWIFTコミュニティ
においては、既存のSWIFTインフラを再活用
する中で、メッセージング料金は過去7年間で
平均60%削減されており、競争力のあるトラ
ンザクション価格を享受することが可能になっ
ています。

日本にとっての今後の課題は、新しい技術を
用いて運用とコストのバランスの取れた、サー
ビスの用途に応じたきめ細やかな優れたソ
リューションを提供することです。SWIFTの
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新たなプラットフォームのAPIによる接続と
アドレッシングデータベースを活用すること
によって、勘定系システムへの ISOデータの
拡張なしに、これまで必要だった国際送金の
ための複雑なミドルウェアシステムを経由す
る必要もなく、直接個別のアプリから決済サー
ビスの提供が可能となります。

国際標準の導入
多くの国々で利用されている国際的な標準の
規格を採用することによって、独自規格によっ
て生じる様々な課題や制限を解決することが
可能です。SWIFTはコミュニティのニーズ
に従ってグローバル標準となりつつある ISO 

20022による標準化を積極的に支援し、多く
の戦略的な移行プロジェクトにおいて重要な
役割を果たしてきました。ISO 20022の専門
知識とグローバルにおける ISO 20022への移
行プロジェクトの経験に裏打ちされたノウハ
ウで、SWIFTは、2025年までに ISO 20022
への完全移行を目指す日本の金融コミュニティ
に対し、移行のためのロードマップの作成や
実行プロジェクトについて支援する体制を用
意しています。

ISO 20022を採用することによって、各種の
送金やカード決済等のサービスに限らず、証券、
貿易サービス、外国為替などのさまざまな金
融サービス分野で共通して利用することが可
能となります。200種類以上の支払い方法や
豊富な決済関連情報、標準化による処理の自

動化、カスタマー・エクスペリエンスの向上
等の利点を活かして、高度な金融サービスの
提供が可能になります。

SWIFTの新たなプラットフォームのビジョン
として、金融サービスが断片化されないよう、
マーケット全体での高度化を促進することが
あります。豊富な情報を活用したサービスや
統計情報、マーケット全体をエコシステム化
してシームレスに接続することでこれを実現
します。新しいプラットフォームでは、コミュ
ニティ全体がスムーズに ISO 20022に移行す
るために一元化されたマッピングと翻訳サー
ビスを提供していきます。

国際基準の ISO 20022を日本に導入していく
際の支援策として、SWIFTは日本固有の商慣
習やメッセージフォーマットの要件を整理す
るための日本の銀行と企業のメンバーで構成
される2つのワーキンググループを設立しまし
た。銀行ワーキンググループの参加者は現在、
全銀、日本銀行、金融庁などの国内のステー
クホルダーと協力し、グローバルなCBPR+7

活動の一環として、日本のローカライゼーショ
ン要件を定義する作業を行っています。また
より効率的な決済サービスを行えるよう、企
業グループとはデータフォーマットの標準化
を奨励するべく作業しています。

コミュニティとしてのフリクション（エラー
や手戻り）の削減
責任のあるイノベーションと拡張性のあるソ
リューションを提供するというSWIFTの方針
に基づき、既存のシステムをベースに強化・
補強することにより、完全なエンド・ツー・
エンドのトランザクションの管理を統合され
たプラットフォームとして提供していく予定
です。このプラットフォームは、ISO 20022
準拠でAPIを含めた複数のチャネルとメッセー
ジフォーマットを提供し、将来の技術への適
用に対しても現在と新たな技術との間での互
換性を持たせることで、利用するお客様に選
択肢や自由度を確保していきます。SWIFT 

gpi 8の経験を活かして、新たなプラットフォー
ムでは、送金にまつわる基本データの事前検
証、例外処理が必要な際の追加情報の確認等
の問合せ管理、不正検知やデータ分析等、国
際送金に必要な一連のサービスをワンストッ
プソリューションとして包括的に提供し、取
引の際のフリクション（エラーや手戻り）を
削減します。これまで個別の銀行単位で投資し、
整備してきたこれらのアプリ機能をシェアサー
ビスとして提供することにより、個別の IT投
資の負担を削減し、共通化されたノウハウの
活用により取引管理上のリスクの軽減や、ビ
ジネス上の意思決定を支援するためのデータ
分析も可能になります。

SWIFTは、金融サービスにおけるAPIの役割
の重要性を踏まえて、SWIFTコミュニティと

05
How can 
SWIFT help
SWIFTが日本のコミュニティ
に支援できること



自動化
自動化率を向上させ、異なるフォー
マットを維持するコストを削減する

構造化されたフォーマット
統一した方法でより多くのデータ
を取得でき、データ分析や付加価
値サービスの実施に役立つ

豊富なデータ
データの豊富なメッセージング・
アーキテクチャで、ISO 20022は
規制当局への報告やコンプライア
ンス要件を容易に行える

ユーザーの要望
24時間年中無休のリアルタイム決済
や取引追跡機能、統合の容易さによ
るオーナーシップコストの削減など、
ユーザーの要求をサポートする

国際的な協調
国際的に認知された ISO 20022
ビジネスモデルを基にAPI仕様に
調和する
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7 Cross-border Payments and Reporting Plus

8 グローバル・ペイメント・イノベーション（gpi）はSWIFTによるイニ
シアチブで、エンド・ツー・エンドで完全に追跡可能で迅速な決済を通
じてクロスボーダー決済体験を変革することを目的としています。

ISO 20022の柔軟で
拡張性の高い機能

信頼するパートナーと緊密に協力して様々な
革新的なAPIを開発し、利用可能な金融サー
ビスの拡大を推進しています。このコミュニ
ティの成長に伴い、金融機関やテクノロジー
企業が直接SWIFTのネットワークに接続し、
更に高度化されたソリューションを提供でき
るようになることが期待されています。

小口の国際送金サービス
2020年末に、SWIFTはリテール向けの小口決
済サービスを提供する新サービスを発表しま
した。このサービスのパイロットテストには
20の加盟銀行が参加し、STP化を促進するた
めのデータフォーマットの簡素化、競争力の
ある手数料、送金処理時間の短縮化など、よ
り厳格な仕様やサービスレベルを策定するこ
とで、SWIFTの高いセキュリティレベルを損
なうことなく、送金前に全ての前提条件（手
数料、送金にかかる時間、送金先口座に入金
される金額）を予測・提示することが可能な
サービスを実現しました。この小口決済のた
めのSWIFT gpiサービスと各国の国内インス
タントネットワークを直接連携することで小
口の国際送金サービスについても即時決済を
実現し、さらなる運用コストの削減や、サー
ビス提供可能な地域や金融機関を拡大するこ
とを目指しています。
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06
A Vision for 
the Future of 
Payments in 
Japan
日本における決済サービスの
将来像
日本の決済サービスの鍵を握るコミュニティ・
コラボレーション
これからの10年を迎えるにあたり、世界の金
融市場は、新型コロナウイルス感染症のパン
デミックによってもたらされた課題のプレッ
シャー下で新たな挑戦に向き合う必要があり
ます。現在の状況下でも、日本の決済業界は
進化を続けており、コミュニティの共有ビジョ
ンは引き続き推進されています。

SWIFTが想定する未来とは、完全に統合され
たエンド・ツー・エンドの決済取引で、国境
を越え、シームレスかつ迅速でフリクション
（エラーや手戻り）のない口座間での取引が可
能になることです。新たなプラットフォームが、
ISO 20022を活用し最適化された送金のやり
取りを、コミュニティとして導入することに
より最もコスト効率の良い形で導入すること
が可能です。日本の決済サービスのエコシス
テムの未来は、様々な参加メンバー間で協調
し、改善を重ね、大胆なイノベーションを伴っ
てビジネスの成長に貢献する、非常に強固な
ものとなっています。

SWIFTは日本のコミュニティに対して、新た
なプラットフォームの導入と支援を計画して
います。

日本独自の決済インフラの環境のもと、決済
サービスを高度化していくために、SWIFTは
日本の金融サービスのメンバーと緊密に連携し、
このマーケットが分断化されないよう、フリ
クション（エラーや手戻り）のない国内・国
外をシームレスに連携する決済インフラの実
現に向けて支援を提供していきます。

シームレスな決済サービスに向けて
現在、国内の決済インフラは日本独自の規格
で提供されており、国際送金の決済インフラ
とは異なる接続が必要になります。SWIFTは、
複雑な決済インフラのプロジェクト経験と専
門知識を活かし、SWIFTのグローバルネット
ワークと、日本国内の決済インフラである全銀、
FXYCS、CAFIS、CARDNET等との連携や相
互運用が可能となるような、インターフェー
スの開発の支援をすることが可能です。また、
SWIFTの新プラットフォームを利用することで、
国際送金だけでなく、国内の決済取引につい

てもSWIFTで実現することが可能です。これ
は、どこからでもどこへでも送金が可能にな
るようにという、SWIFTのビジョンと戦略に
基づいたアプローチであり、既に多くの海外
各国でも採用されている方法です。
これまで日本で実現できなかった最大の理由
として、日本の独自規格（カタカナや総合口
座情報など）による制限があります。世界中
どこへでもシームレスな送金を実現するため
に現代的かつ革新的にこれらの課題を解決す
る方法として、新プラットフォームによるAPI

の活用と、日本のコミュニティとして顧客情
報と銀行口座情報、携帯電話番号などの決済
取引先を一意に特定可能な情報を識別子とし
てマッピングするアドレッシングデータベー
スを導入することが考えられます。これらの
対応が可能になれば、各銀行ごとの IT投資を
抑制しながら、ISOへの対応及びシームレス
な決済サービスの実現が可能となります。

フリクション（エラーや手戻り）のない決済サー
ビスの実現
SWIFTが描くビジョンに、海外送金を国内送
金と同等レベルのサービスに高めるという大
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きな方針があります。このためには、フリク
ションを極力排除することが重要になりますが、
国際送金の場合、地域ごとの法制度や、異な
る言語間の複雑な翻訳、誤った情報のやり取
りなど国内の決済にはない多くの課題がある
のが現状です。SWIFTはこれまでの様々なワー
キンググループの活動を通して、フリクショ
ンを削減するために各国で必要な決済情報の
コンテンツの事前検証機能や、コンプライア
ンスのためのスクリーニング機能、サイバー
セキュリティ対策用のソリューション等を構
築してきました。これらを新プラットフォー
ム上で統合的に提供することで、すべての
SWIFTメンバーが相互にサービスを利用する
ことができるようになります。参加するコミュ
ニティのメンバーは IT投資の削減やリスクの
軽減、またフリクションの削減によるオペレー
ションコストの削減など、コスト効率から見
ると大きなメリットを享受することが可能と
なります。

さらに、日本の金融業界として顧客情報と銀
行口座情報、携帯電話番号や IDなどの決済取
引先を特定可能な一意の識別子をマッピング
するアドレッシングデータベースを導入する
ことができれば、現在の手作業によるフリク
ションを削減し、APIのフル活用により日本の
キャッシュレス化に向けた取り組みを後押し

することとなるでしょう。ISO 20022のよう
な柔軟で拡張性の高い国際規格を利用すれば、
現在目検でチェックしている各種情報をシス
テム上で自動化することが可能となり、より
効率的にコンプライアンスチェックを行うこ
とができるようになり、フリクションのない
国際送金を実現することが可能になります。 

国際送金もインスタントに
日本で、シームレスでフリクションのない
決済サービスを実現できたとしたら、即時
決済を可能にするための最後のステップは、
SWIFTネットワークとアドレッシングデータ
ベース、そして各銀行のコアバンキングシス
テム間をリアルタイムに連携できるようにす
ることでしょう。この実現のために必要不可
欠なソリューションがAPIです。

SWIFTではAPIが持つ可能性を鑑み、さまざ
まなAPIを、幅広い目的のために用意してい
ます。SWIFTが推進しているイニシアチブの
中に、API用のプログラムもあり、コミュニティ
と信頼できるサードパーティプロバイダーを
結集して、革新的なAPIや、開発者向けツール、
さらには安全なテスト用サンドボックス環境
を開発しています。また、SWIFTは国内向け
の決済サービスインフラのためのAPIフレー
ムワークの開発についても、主要なマーケッ

トで重要な役割を果たしてきました。9

日本が金融コミュニティへ積極的にオープ
ンバンキングを導入していくことに対応し、
SWIFTは日本の金融コミュニティに向けてグ
ローバルな ISO 20022規格に沿ったAPIの作
成を支援していきます。

シームレスでフリクションのない、即時に決
済が完了するサービスを確立するまでの道の
りは、各国のマーケット環境によって異なり
ます。SWIFTは40年以上にわたり、200以
上の国と地域でコミュニティと協力し、それ
ぞれのマーケットの要件に合わせて柔軟にソ
リューションを適応させ、最適化してきまし
た。グローバルに決済のエコシステムを構築し、
世界規模で普及してきた実績とその成長の鍵は、
コミュニティとしてのアプローチへのこだわ
りにあります。日本の金融サービスを成長さ
せ高度化していくパートナーとして、SWIFTは、
競争力のある効率的な日本の新しい決済サー
ビスの構築に向けて、コミュニティと密接に
協力してまいります。

9 オーストラリアのニュー・ペイメント・プラットフォーム（NPP）
は、主要な技術的アプローチを定義し、ISO 20022規格に準拠したAPI
フレームワークを導入しました。このフレームワークは、NNP Australia
とSWIFTが共同で開発したものです。
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About SWIFT

SWIFTは協同組合組織であり、世界中のほぼすべての国と地域において、金融業界全体で11,000
を超える組織にセキュアな金融メッセージサービスを提供しています。50年近くにわたり、絶え
ず変化する情勢の中、進化を続けることで、確実性、継続性、優位性を提供してきました。急速に
環境が変化する今日、以前にも増してつながりが拡大し、取り組むべき課題の多いこの世界におい
て、SWIFTのアプローチは、重要度を増しています。詳細については、SWIFT営業担当にお問い合
わせいただくか、www.swift.comをご覧ください。

スイフト・ジャパン株式会社（SWIFT JAPAN LTD.）
〒 100-0005　東京都千代田区丸の内 1 丁目 6 番 6 号 日本生命丸の内ビル 20 階
電話 : 03-5223-7400 （代表）　
日本語対応 :  平日 9 時～ 17 時 30 分 ( 日本の銀行休業日を除く )
英語対応 :  年中無休 24 時間
＊日本のサポート時間外は香港、欧州、または米国のサポートセンターに自動転送されます。


